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　当グループは、2030年ビジョン「Innovative quality company
－新たな価値を創造し続ける－」の実現に向け、第15次中期経営
計画1（2024年3月期～2026年3月期、以下「第15次中期」）を
推進しています。2年目となる2025年3月期は、中国市場での日
系自動車メーカーの販売不振に加え、原材料価格や労務費の上
昇といった製造コストの高止まりなど、各地域で依然として厳し
い事業環境が続きました。また、世界的なEVシフトの減速に伴い、
自動車メーカーの開発・生産計画の見直しが進むなど、先行きの
不透明感が一層強まる状況となりました。こうした困難な環境下
においても、私たちは企業価値のさらなる向上を目指し、揺るぎ
ない「TSフィロソフィー」の下、「成長戦略」「地域戦略」「機能戦略」
の3つの重点戦略を柱に、成長に不可欠な分野へ積極的に経営
資源を投入し、各種施策の推進に取り組んでいます。

第15次中期経営計画の進捗

　まず、成長戦略の一つ「キャビンコーディネート機能の獲得」
に向けては、当グループは次世代車の進化を見据えた商品開発
を加速させています。自動運転技術等の進展により、自動車の
キャビン（車室内空間）は単なる移動手段の場から、ユーザーに
新たな価値を提供する空間へと変化しつつあり、当グループは
こうした長期的な視点に立ち、キャビン全体をコーディネート
し、ユーザーにとって魅力的で快適な空間を創出できる企業へ

1　第15次中期経営計画	  ▶ P.24-P.25

社長メッセージ の変革を目指しています。
　昨年11月には、2回目となる独自技術展示イベント

「次世代車室内空間発表会2024」2を開催し、多くの自
動車メーカーの皆さまにご来場いただき、当グループ
の先進技術を実際に体感いただきました。お客さまか
らは高い評価をいただくとともに、改善点に関する貴
重なご意見も頂戴し、それらのフィードバックを基に、
今後さらに磨きをかけるべき技術領域を選定しまし
た。また、メーカーごとに関心が高い技術が異なるこ
とから、より効率的な研究開発を推進し、期待を超え
る商品提案を着実に進めることで、「新事業のさらな
る拡大」および「主要客先シェア向上」へとつなげてい
きます。

　「新事業のさらなる拡大」3に関しては、EV需要の鈍
化により、自動車メーカーの開発・生産計画が後ろ倒
しとなり、新規顧客からの受注計画にも遅れが生じて
います。その一方で、欧州拠点においては、フォルクス
ワーゲンID. Buzz向け3列目シートフレームの生産を

開始するなど、受注規模は着実に拡大しています。さ
らに、今後の商権獲得を見据え、自動車需要の拡大が
期待されるインド市場において、マルチ・スズキ向け
四 輪 車 用 シ ー ト 等 の メ イ ン サ プ ラ イ ヤ ー で あ る
Krishnaグループと、シート開発および部品製造の合
弁会社を設立しました。両社の蓄積された技術やノウ
ハウ等のリソースを融合させることで、インド国内の
自動車メーカーをはじめとする新規顧客・新商権の獲
得に向け、積極的な受注活動を展開していきます。

　「主要客先シェア向上」4に向けては、新規顧客・新商
権の獲得を進める一方で、当グループにとって最も重
要な事業基盤であるホンダビジネスのさらなる受注
拡大に取り組んでいます。シェア向上には、既存商権
の確実な受注と新商権による拡販が不可欠です。自動
車業界が急速に変化する今こそ好機と捉え、開発初期
段階からお客さまと連携して、地域特性を考慮した魅
力ある商品づくりに向けて、競争力のある提案を継続
していきます。

ESG経営の実現
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2　次世代車室内空間発表会2024	  ▶ P.26-P.29

3　「新事業のさらなる拡大」	  ▶ P.16、P.36-P.37

4　「主要客先シェア向上」	  ▶ P.15

次世代車室内空間発表会2024の会場

Krishnaグループとの合弁会社開所式
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　地域戦略の「北米収益体質のV字回復」5については、
変則生産による労務費や生産ロスの増加、原材料価格
の高止まりなど、複数の要因により収益が厳しい状況
が続く中、生産ロス改善に貢献する自動化設備の水平
展開等有効施策への積極的な設備投資を進めていま
す。さらに、生産領域にとどまらず、間接部門も含めた
構造改革に取り組むことで、収益体質の改善を図って
います。これらの取り組みにより収益改善は着実に進
展しており、今後も生産ロスのさらなる削減を通じて、
収益性の向上を目指していきます。
　「中国事業戦略の再構築」6では、地場EVメーカーの
躍進により、日系自動車メーカーの苦戦が続き、依然
として厳しい事業環境を強いられています。そのよう
な中で、こうした市場変化をいち早く察知し、要員の
雇用形態の最適化、生産拠点の再編、現地ローカルサ
プライヤーの採用拡大等、先手を打った対応を進めて
きました。その結果、厳しい環境下でも一定の収益を
確保できる体制の構築が進んでいます。さらに、新た
なお客さまからの新規商権獲得も順調に進んでおり、
長安汽車グループや広州汽車グループから新たな商
権を受注しています。2026年3月期から生産が開始さ
れる機種の早期開発と確実な生産立ち上げによって、
さらなる商権獲得につなげ、競争が激化する中国市場
での勝ち残りを目指していきます。
　第15次中期の進捗状況については、全体としては
概ね70％の達成度となっています。順調に進展して
いる重点戦略がある一方で、計画策定時から外部環境
は大きく変化しており、一部の戦略にはその影響が及

んでいますが、各戦略の方向性は現時点でも適切であ
ると認識しています。関連する施策を着実に実行し、
成果を積み重ねていくことで、さらなる事業成長に向
けた第16次中期経営計画（2027年3月期～2029年
3月期、以下「第16次中期」）の基盤を盤石なものにし
ていきます。

さらなる企業価値向上に向けて

　当グループは、1960年の設立以来、自動車産業の発
展とともに、着実に企業成長を遂げてまいりました。
これまで、世界的な金融危機や自然災害等により一時
的に売上が落ち込む局面もありましたが、その都度、
困難を乗り越え、現在の強固な事業基盤を築いてきま
した。
　しかしながら、昨今は自動車業界全体が厳しい環境
に直面しており、当グループも成長の踊り場に差し掛
かっていると認識しています。第15次中期の計画策定
以降、収益目標の前提となる生産台数計画等に大きな
変化が生じており、2030年ビジョンの達成に向けて
は、持続的な事業成長を実現するための新たな施策が
不可欠です。
　現在、当グループでは、保有資本を活用した得意領
域でのM&Aを含む成長投資等、事業規模のさらなる拡
大に向けたさまざまな可能性を検討しています。第16
次中期に向けては、これらの取り組みを踏まえ、皆さ
まに今後の成長をご期待いただけるよう、計画の策定
を進めています。

5　北米収益体質のV字回復	  ▶ P.38-P.43

6　中国事業戦略の再構築	  ▶ P.36
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▼▼
新たな施策が必要新たな施策が必要

　新たに取り組む施策の成果が表れるまでには一定
の時間を要します。一方で、株主の皆さまへの利益還
元は、株主還元方針に基づき、当初計画通りしっかり
と推進していきます。第15次中期の最終年度には、
DOE※１3.5％以上に向けて安定的な増配を行っていく
とともに、機動的な自己株式の取得・消却を通じて、3
年間で500億円規模の株主還元を予定しています。現
時点では、これらの還元指標の水準を達成できる見込
みであり、今後もDOEの維持・向上を含め、適宜適切な
株主還元施策の実施を通じて、持続的な企業価値の向
上に努めてまいります。

サステナビリティ取り組みによる企業価値向上

　今後も市場環境の厳しさが続くことが予想される中、
さらなる事業成長を実現するためには、サステナブル
な事業構造が必要不可欠であると考えています。ただ
し、それは会社の方針を大きく変えるものではなく、自
らの存在価値を体現する「TSフィロソフィー」7の実践
を深めていくことにほかなりません。企業理念である

「人材重視」「喜ばれる企業」は、サステナビリティの考
え方と本質的に通じており、当グループは創業以来、
社会とともに成長する姿勢を一貫してきました。
　具体的には、持続可能な社会の実現に向けて、企業
理念に基づいた重要課題（マテリアリティ）を特定8し、
KPIを設定した2030年目標を策定しています。特に、
CO₂排出に直接関わる自動車業界の一員として、気候
変動への対応は喫緊の課題であり、TCFD※2の提言に
賛同し情報開示の充実を図っています。さらに、2025
年3月期からはTNFD※3への取り組み9にも範囲を広げ、
生物多様性や自然資本への配慮を強化していきます。

これらの国際的な枠組みを活用しながら、経営戦略や
リスクマネジメントに的確に反映し、サステナビリティ
への取り組みを加速させます。
　また、「喜ばれる企業」とは、お客さまや取引先さま、
株主さまや地域社会の皆さまに喜んでもらうだけで
はなく、これからの自動車業界を勝ち抜いていくため
の価値創造の源泉である社員自身が、働きながら喜び
とやりがいを感じ、成長を実感できる企業だと強く感
じています。そのためには、社員一人ひとりが挑戦を
続けられる環境づくり10が重要です。取り組みの例と
して、社員がより主体的にキャリアを築けるよう、管
理職を含む全社員を対象に、希望する異動先をヒアリ
ングし、社内でマッチングが成立した場合に異動を実
現する「希望ジョブローテーション制度」や、各部門の
キャリア採用募集に社員が応募できる「社内公募制
度」を導入しました。働きやすさという点では、介護等
個々の理由を考慮した上で在宅勤務制度の月間利用
上限を撤廃するなど柔軟な働き方を支える制度改善
にも取り組んでいます。さらに、管理職向けに従業員
株式交付信託制度を新たに導入するとともに、創立65
周年を記念して、一般社員を含め自己株式65株を譲渡
制限付株式として配布しました。これは、社員のモチ
ベーション向上を図るとともに、株主の皆さまと同じ
目線で企業価値向上に貢献する意識を醸成すること
を目的としています。こうした取り組みをはじめ、社
員の多様な価値観や働き方に応えるため、多角的な環
境づくりに取り組んでいます。

最後に

　当グループは、さらなる事業成長と持続可能な社会
への貢献を両立させるべく、今後も組織の力を結集し、
変化に柔軟に対応できる強靭な企業体質の構築に取
り組んでいきます。不確実性が増す事業環境において
も、私たちは、将来に向けた確かな一歩を着実に踏み
出しています。これからも、社会とともに歩み、持続可
能な価値創造を通じて、全てのステークホルダーの皆
さまにとって「喜ばれる企業」であり続けられるよう
に、企業価値を一段と高めるべく不断の努力と挑戦を
重ねてまいりますので、今後ともご支援を賜りますよ
う、よろしくお願い申し上げます。

※１ �DOE（株主資本配当率）＝配当総額÷株主資本（親会社の所有者に帰属す
る持分）

※２ �気候関連財務情報開示タスクフォース。気候変動がもたらすリスクと機会
を特定・評価し、それらを開示するための国際的な枠組み

※３ �自然関連財務情報開示タスクフォース。自然資本や生物多様性に関連する
リスクと機会を特定・評価し、それらを開示するための国際的な枠組み

株主還元方針

業績に左右されない、継続的かつ安定的な還元の実施

配当

第15次中期末

DOE3.5%
以上に向け
安定増配

自己株式

第15次中期累計

200億円規模
の機動的自己株式

取得および
適切な消却

第15次中期累計

500億円規模
の株主還元実施

＋ ＝

7　「TSフィロソフィー」	  ▶ P.2-P.3

8　重要課題（マテリアリティ）を特定	  ▶ P.48-P.49

9　TNFDへの取り組み	  ▶ P.67-P.69

10　挑戦を続けられる環境づくり	  ▶ P.52-P.55
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